
北海道における運動部活動改⾰
〜総合型地域スポーツクラブの関わり〜

北海道教育⼤学岩⾒沢校
⼭本理⼈



シンポジウムの進め⽅
• 趣旨説明
• 北海道の「運動部活動改⾰」 〜現状と課題〜
• 運動部活動改⾰の今後に向けて
〜総合型地域スポーツクラブの関わり〜



課題の整理
• 少⼦化と部活動の縮⼩（学校単位では維持できない）
• ⽣徒のニーズに対応する活動
• 教師の「負担」とスポーツに関する「専⾨性」
• 科学的な根拠に基づいた質の⾼い指導

「運動部活動の問題」として捉えるのではなく、
運動部活動を含めた「⻘少年のスポーツ環境の問題」

として捉えることが重要



少⼦化の影響
現状と課題



経済産業省「未来のブカツ」ビジョン（概要版）より

（課題①）「もはや学校単位でチームを組めない」：少子化の中で多様な種目の経験機会をつくるには
➢ 少子化の進展により、特に多くの部員数を必要とする種目では、学校単位のチーム編成が困難、実際
に中体連に登録する合同チーム数は、この20年で6.5倍に増加し、この傾向は今後ますます深刻に。こ
のままでは子どもたちが多様なスポーツを経験できる機会はさらに少なくなってしまう。

➢ 対応策として現在でも合同チームの編成は可能であるが、不安定な競技環境に鑑みれば、学校の枠
にとらわれないスポーツクラブを組成するメリットを考え、学校部活動しか参加できない各種の競技大
会も、地域スポーツクラブへの門戸開放を前提にデザインすべきではないか。

止まらない少子化と合同チームの増加
■中体連に合同部活実施チームとして届け出を行っている
合同チーム総数はこの20年で約6.5倍に（対象は22種目）
4校以上が1チームとして活動しているものも存在
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■2030年に向けて中学生は約10％、高校生は約7％減少
地域によっては20％以上減少見込みのところも
また、学校の統廃合が進み、年100校以上の中学校・高校が消滅
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教師の「負担」と「専⾨性」
現状と課題



教師の専門性（担当教科×競技経験）

㐠ື㒊άື䜢ᢸᙜ䛩䜛ᩍဨ䛾➇ᢏ⤒㦂 5

ۑ ᢸᙜᩍ⛉ࡀಖయ⫱࡛ࠊࡘࠊࡃ࡞ࡣᢸᙜ㒊άືࡢ➇ᢏࡢ⤒㦂࠸࡞ࡀᩍဨࡢྜࠊࡣ
୰Ꮫᰯ࡛㸲㸳.㸷㸣ࠊ㧗➼Ꮫᰯ࡛㸲㸮.㸷㸣ࠋ

㸦ฟ㸧㸦බ㈈㸧᪥ᮏయ⫱༠ࠕᏛᰯ㐠ື㒊άືᣦᑟ⪅ࡢᐇែ㛵ࡿࡍㄪᰝ㸦ᖹᡂ26ᖺ7᭶㸧ࠖ



海外との⽐較から
⻘少年のスポーツ環境（欧⽶の事例）



海外との⽐較
学校中⼼型 学校・地域両⽅型 地域中⼼型
⽇本 カナダ ポーランド ノルウェー
中国 アメリカ ソ連（現ロシア） スウェーデン
韓国 ブラジル イスラエル フィンランド
台湾 スコットランド エジプト デンマーク

フィリピン イングランド ナイジェリア ドイツ
オランダ ケニア スイス
ベルギー ボツワナ ザイール（現コンゴ）
フランス マレーシア イエメン
スペイン オーストラリア タイ
ポルトガル ニュージーランド

出典︓中澤篤史「運動部活動の戦後と現在」⻘⼸社．2014．p.48



⻘少年のスポーツ環境に関する欧⽶の動向
〜⻑期的な視点〜

• 地域スポーツクラブ
• 複数種⽬（シーズン制）
• 早期の専⾨化を⾏わない（ポジションなど）
• 全国⼤会を⾏わない（地域リーグ）
• 早期に選抜チームをつくらない
• ⾝体に悪影響を及ぼすと考えられるプレーの禁⽌

⽣涯という⻑いスパンで「⻘年期」を考える



今後に向けて
総合型地域スポーツクラブの関わり



北海道における課題（論点）
• 関係者の連携︓ステークホルダーの共通認識と共通⽬標
• 財源の確保︓多様な財源（格差を⽣まない⼯夫）
• ⼈材の確保︓教職員の兼職兼業（就業時間の⼯夫）
• 移動⽅法の確⽴︓拠点化した場合、安全で安価な移動
• ⻘少年の主体性と志向性の多様化への対応︓「やりたい」「つく
りたい」を可能にする仕組み

• 総合型地域スポーツクラブの関わり（⽀援︖・連携︖・協働︖）
• その他︓学校施設の活⽤、⼤会のあり⽅等


